
他
県
で
は
あ
り
え
な
い

子
ど
も
た
ち
の
「
学
ぶ
権

利
」
を
保
障
す
る
た
め
に
設

置
さ
れ
て
い
る
公
立
高
校
の

「
定
員
」
に
ゆ
と
り
が
あ
る

の
は
あ
た
り
ま
え
で
、
「
定

員
割
れ
」
を
理
由
に
「
廃
校
」

と
す
る
な
ど
他
府
県
で
は
あ

り
え
な
い
こ
と
で
す
。

大
阪
府
も
「
就
学
セ
ー
フ

テ
ィ
ネ
ッ
ト
」
と
し
て
、
私

立
高
校
を
含
め
た
募
集
定
員

が
「
進
学
予
定
者
数
」
を
上

回
る
よ
う
調
整
し
て
い
ま
す
。

「
定
員
に
満
た
な
い
」
学
校

が
出
る
の
は
制
度
上
の
必
然

な
の
で
す
。

私
学
は
無
償
で
は
な
い

大
阪
府
の
い
わ
ゆ
る
「
私

学
無
償
」
制
度
は
、
「
授
業

料
」
に
つ
い
て
の
み
で
あ
り
、

所
得
制
限
（
概
ね
年
収
５
９

０
万
円
以
下
）
が
あ
り
ま
す
。

し
か
も
、
い
っ
た
ん
全
額
納

入
し
て
か
ら
、
10
月
に
還
付

さ
れ
る
制
度
の
た
め
、
免
除

さ
れ
な
い
約
20
万
円
の
「
入

学
金
」
と
と
も
に
、
入
学
段

階
で
の
家
庭
の
負
担
は
大
き

な
も
の
が
あ
り
ま
す
。

こ
れ
に
対
し
、
公
立
高
校

は
国
の
授
業
料
助
成
（
概
ね

年
収
９
１
０
万
円
以
下
）
を

申
請
す
る
段
階
で
納
入
の
必

要
が
無
く
、
入
学
金
も
５
６

５
０
円
（
全
日
制
）
で
す
か

ら
、
多
く
の
生
徒
が
公
立
高

校
進
学
を
希
望
す
る
の
は
当

然
の
こ
と
で
す
。

公
立
競
争
の
緩
和
を

と
こ
ろ
が
、
公
立
高
校
へ

の
進
学
率
は
年
々
低
下
し
、

現
在
は
約
６
割
に
な
っ
て
い

ま
す
。
し
か
も
、
21
年
度
の

府
立
高
校
の
志
願
倍
率
は
平

均
約
1.1
倍
な
の
に
、
60
校
で

２
４
１
１
人
の
「
定
員
割
れ
」

が
生
じ
る
一
方
、
50
校
あ
ま

り
で
は
、
５
６
６
６
人
も
の

不
合
格
者
が
出
る
と
い
う
憂

慮
す
べ
き
事
態
に
な
っ
て
い

ま
す
。

背
景
に
は
、
通
学
区
の
撤

廃
や
「
進
学
指
導
特
色
校
」

の
設
置
な
ど
競
争
を
あ
お
る

施
策
で
受
験
競
争
が
府
内
全

域
に
拡
大
・
激
化
し
、
い
わ

ゆ
る
「
人
気
校
」
に
希
望
が

集
中
し
て
い
る
こ
と
が
あ
り

ま
す
。

大
量
の
不
合
格
者
が
出
る

過
酷
な
競
争
を
子
ど
も
た
ち

に
強
い
な
が
ら
高
校
を
つ
ぶ

す
の
で
は
な
く
、
通
学
区
を

復
活
さ
せ
る
な
ど
の
競
争
緩

和
が
必
要
で
す
。

公
立
高
校
つ
ぶ
し
反
対
署

名
に
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま

す
。
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ロシアは今すぐウクライナへの戦争を止め、即時撤退を

大
阪
府
教
育
委
員
会
は
「
入
学
を
志
願
す
る
者
が
定
員
に

満
た
な
い
」
こ
と
を
理
由
に
、
平
野
高
校
、
か
わ
ち
野
高
校
、

美
原
高
校
の
３
つ
の
府
立
高
校
を
04
年
度
（
現
中
２
）
か
ら

募
集
停
止
と
す
る
発
表
を
し
ま
し
た
。
「
様
々
な
意
見
を
聞

い
て
11
月
に
最
終
決
定
す
る
」
と
し
て
い
ま
す
。

今
回
、
泉
北
地
域
の
高
校
は
対
象
と
さ
れ
ま
せ
ん
で
し
た

が
、
こ
の
動
き
を
止
め
な
い
と
、
次
は
近
く
の
高
校
が
対
象

と
さ
れ
る
可
能
性
が
あ
り
ま
す
、

防
衛
費
は
大
幅
増

政
府
は
増
額
を
検
討
し
て

い
る
防
衛
費
に
つ
い
て
、
23

年
度
か
ら
５
年
間
の
総
額
を

43
兆
～
45
兆
円
程
度
と
す
る

検
討
に
入
っ
た
と
報
道
さ
れ

て
い
ま
す
。
岸
田
文
雄
首
相

が
掲
げ
る
防
衛
費
の
「
相
当

な
増
額
」
を
実
現
す
る
た
め
、

当
面
23
年
度
に
過
去
最
大
の

５
兆
５
９
４
７
億
円
を
計
上

し
た
の
に
加
え
、
金
額
を
示

さ
な
い
「
事
項
要
求
」
を
多

数
盛
り
込
み
、
年
末
に
最
終

決
定
す
る
軍
事
費
は
６
兆
円

台
半
ば
に
達
す
る
と
も
見
込

ま
れ
て
い
ま
す
。

教
職
員
数
は
減

文
科
省
は
、
小
学
校
全
学

年
を
35
人
学
級
に
引
き
下
げ

る
計
画
で
、
３
年
目
の
来
年

度
予
算
は
４
年
生
を
対
象
に

３
２
８
３
人
の
教
職
員
定
数

を
増
員
す
る
概
算
要
求
を
し

て
い
ま
す
。

た
だ
し
、
そ
の
う
ち
１
２

０
６
人
は
現
在
自
治
体
の
判

断
で
定
数
引
下
げ
に
充
て
て

い
る
加
配
定
数
を
振
り
替
え

る
た
め
、
少
人
数
学
級
の
推

進
に
伴
う
教
職
員
定
数
の
純

増
は
２
０
７
８
人
に
と
ど
ま

り
ま
す
。

そ
の
ほ
か
小
学
校
高
学
年

で
の
教
科
担
任
制
の
推
進
に

９
５
０
人
の
加
配
を
求
め
る

な
ど
、
全
体
で
５
１
５
８
人

の
定
数
改
善
を
要
求
。
一
方
、

少
子
化
や
学
校
統
廃
合
に
よ

る
定
数
減
が
６
１
３
２
人
に

上
る
た
め
、
少
人
数
学
級
を

進
め
て
も
差
し
引
き
で
は
９

７
４
人
減
で
す
。

き
め
細
か
な
教
育
を
維
持

し
、
「
働
き
方
改
革
」
を
進

め
る
に
は
、
も
っ
と
教
員
増

が
必
要
で
す
。


